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1 1ま  し 力ゞ  き

岩手県の酪農は,土地利用と結合 し,飼料自給を根幹 と

しながら経営の安定と発展を志向してきた。 しかし,耕地

規模,1の飼養農家数をみると,3 ha以下が80%. 3～ 5 ha

15%,5ha以上はわずか5%であり,飼料基盤の制約から

飼料自給率 を維持 しての規模の漸増は手詰 り状態にある。

そこで,飼料基盤の外延的拡大が困難であり,公共による

粗飼料供給も期待できない地域 では,輸 入キ‐―プなどの

流通粗飼料に依存した規模拡大の傾向がみられる。

ここでは,飼料基盤を3～ 5 ha所 有 し,酪農自立を志向

している農家の実態調査結果をもとに,流通粗飼料に依存

し,飼料自給率 を下げて規模拡大 した場合の収益性,生産

性を,3 ha,4ha,5 haの 3段階について試算し,現行技術

水準での規模限界とさらに拡大する場合の条件について検

討した。

2 試算の前提条件

試算にあたつては,岩手県南部の開拓地酪農家10戸の実

態調査知見,お よび,県酪農近代化計画に基づいて,次 の

前提条件を設定 した。

① 育成牛負損分を含めた経産牛 1頭 当り必要TDN量は,

3,4681り とした。その根拠は,経産牛 1頭 当たり乳量 4.800

り,乳脂率 35%,分規間隔 13ケ 月,耐用年数 6年 ,後継

牛は自家育成で夏季預託放牧(6ケ 月),経産牛事故率 28

%,経産牛体重 600り とし,日 本飼養標準により算出した。

② 飼料生産は, トウモロコン,牧草半々の作付とし,10

a当 たり生草収量は, トウモロ,シ 7,000た,,牧草6,000り

で利用率をみた平均TDN収量は, 日本標準飼料成分表に

より, 8075り とした。作業は大型機械の共同利用による

共同作業とし,利用戸数は, 3ha 7戸 ,4ha 6戸,Sha s戸

とした。10a当 たり飼料生産労働時間は平均19時間とした。

③ 経産牛 1頭 当たりの飼養管理時間は,手作業体系 (棒

乳パケットミルカー,糞尿処理,一輪車 )180時 間,省力

体系 (搾乳パィプラインミルカー,糞尿処理バーンタリー

ナー)1325時 FF3と した。

④ 労働力は夫婦 2人で,男子は1日 8時 間労働で年間300

日従事するものとし,女子は男子の80%と した。

以上の条件から,図 1に飼料自給率 を変化させたときの

飼養可能頭数,お よび労働時間からみた飼養可能頭数を示

したが,こ れによつて採用する技術 (手作業体系,省 力体

系)の 整理を行なつた。建物,施設の指標は,中央畜産会

刊,「耕地型酪農経営の計画,設計指標」によった。また,

試算単価は昭和 52年単価を用いた。
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図 1 飼料自給率 と飼養可能頭数

3 試算値からみた規模限界

試算結果を図 2に 示 したが,こ れによると,

① 3haの 場合,飼料自給率 を下げて頭数を拡大 しても所

得の増加は少なく, 自立経営農家の目標としている300万

PI達成は困難である。資本生産性,労働生産とも,飼料自

給緬 0%,12頭規模を境いに大きく低下する。

② 4haの 場合,頭数拡大によつて所得は増加し,飼 料自

給率 50%,19頭 規模で所得300万 円以上が達成できる。飼
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料自給率40%,23頭 規模でUダウン現象がみられる。生産

性は,飼料自給率50%,19頭 規模が高い。

③ 5haの場合,頭数拡大とともに所得は増加し,飼 料自

給率 70%,17頭 規模で所得300万円以上が達成できる。飼

料自給率50%,23頭 規模でUダ ウン現象がみられる。生産

性は頭数拡大とともにゆるやかに低下する。

注 1 生産性の試算では,労賃 1時 rH5 500円 ,

資本利子5%を 見積つた。

図 2 試 算 結 果

以上の結果から土地規模別の経営展開方向を考察すると,

①  3haの 場合は専業段階への発展は期待できず,飼料自

給率60%,12頭規模が経営効率がよく復合酪農 としての発

展が望ましい。

② 4haの場合,飼料自給率 50%,19頭 規模が,ま た,5

haの場合,飼料自給率 70%, 17頭規模が手作業を主体と

した飼養管理形態での限界であり,投資の少ない段階での

当面の日標と考えられる。

③ 夫婦 2人の労力できらに拡大する場合は,省 力施設,

機械 (バイプライン,バ ーンクリーナー)へ の投資を伴つ

た技術の変更が必要であり,23頭規模でUダ ウン現象がみ

られるので,30頭規模まで拡大しないと経営効率は低下す

る。

4 む

農用地の流動化が進まない現状では,土地規模を拡大し

ての酪農の拡大は困難な状況にある。また,酪農家では,

自給粗飼料の割高感,円 高による購入飼料の低価格などか

ら,購入飼料への依存を強めつつある。その結果,購入飼

料の価格変動による収益性の不安定化,糞尿処理の困難性

などの問題を内包しつつ経営が進められている。 したがつ

て,試算結果から明らかなように,頭数拡大によつて所得

の増加は期待できるものの,規模によつて,選択すべき技

術が異なつてくると同時に,頭数拡大が即所得増加に結び

つかない場合 もあり,技術変更の規模段階を明確にしなが

ら,土地生産力や産乳能力の向上などの経営努力を基礎に,

経営条件に適合 した技術の選択,規模の決定が重要となつ

ている。


